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Ⅰ 調査概要 
 

１ 調査の目的 

青森県内企業における知財活用状況及び域外への進出意欲や技術流出等といった懸念事項を

把握して、青森県における知的財産の普及・啓発や活用・促進、青森県内企業の競争力強化を図

るための施策を検討する際の参考とするために調査を実施した。 

 

２ 調査期間 

令和６年６月 24日（月）～令和６年７月５日（金） 

※集計には、７月７日までの回答を含めた 

 

３ 調査対象 

青森県内の企業及び団体 2,000者 

 

４ 調査方法 

郵送依頼、Web回答方式 

 

５ 回答状況 

配布数① 総回答数 有効回答数② 
有効回答率 

②／① 

2,000 171 171 8.6％ 

 

６ 調査結果の見方 

○ｎ（number of cases）は回答割合算出における基数であり、100.0％が何者の回答に相当

するかを表している。 

○回答割合は百分率で表し、小数点第２位を四捨五入して算出している。したがって、単一回

答式の質問においては、回答割合を合計しても 100.0％にならないことがある。 

また、複数回答式の質問においては、各設問の調査数を基数として算出するため、全ての選

択肢の割合を合計すると 100.0％を超えることがある。 

○調査数（ｎ）が少数のものは、回答割合の信頼性が低いため、コメントを省略していること

がある。 

○図表及びコメントで、選択肢の語句等を一部簡略化等していることがある。 

○質問によっては、「知的財産の保有状況」や「海外を含めた県外企業等との技術連携やビジ

ネス交流への取り組み状況」を軸としたクロス集計を行い、掲載している。 
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全  体 171 7.6 1.2      - 21.6 15.2 5.3 0.6 1.2 19.3 0.6 4.7 5.3 2.3 4.1 0.6 2.9 2.9 4.7      -

知的財産の保有状況

保有あり 23 13.0      -      - 21.7 21.7      -      - 4.3 8.7      - 4.3 4.3 4.3 8.7      -      - 4.3 4.3      -

保有なし×必要性を認識している 73 9.6 1.4      - 17.8 17.8 6.8 1.4 1.4 13.7      - 6.8 6.8 1.4 2.7 1.4 2.7 1.4 6.8      -

保有なし×必要性を認識していない 75 4.0 1.3      - 25.3 10.7 5.3      -      - 28.0 1.3 2.7 4.0 2.7 4.0      - 4.0 4.0 2.7      -

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 20.0      -      - 24.0 20.0 4.0      -      - 16.0      - 4.0 8.0 4.0      -      -      -      -      -      -

取り組んでいないが関心がある 30 16.7 3.3      - 20.0 10.0 3.3      -      - 20.0      - 3.3      - 3.3 10.0 3.3 3.3      - 3.3      -

取り組んでおらず、関心がない 116 2.6 0.9      - 21.6 15.5 6.0 0.9 1.7 19.8 0.9 5.2 6.0 1.7 3.4      - 3.4 4.3 6.0      -

Ⅱ 調査結果 

 １   回答企業・団体の属性 
 

１－１ 業種 

 
 

問１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【クロス集計／業種】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「建設業」が 21.6％と最も高く、次いで、「卸売・小売業」（19.3％）、「製造業」（15.2％）

などとなっています。 
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１－２ 製造品目 

 
 

問１－２ ※１－１で「製造業」と回答された事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「電気機械器具」が 19.2％と最も高く、次いで、「食料品」（15.4％）、「木材・木製品」、

「金属製品」及び「生産用機械」（いずれも 11.5％）などとなっています。 

(n=26)
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※次の選択肢については、回答０件のため、グラフに非掲載とした 

「繊維工業」「家具・装備品」「パルプ・紙・紙加工品」「化学工業」「石油製品・石炭製品」 

「プラスチック製品」「なめし革・同製品・毛皮」「窯業・土石製品」「非鉄金属」「はん用機械器具」

「業務用機械」「輸送用機械器具」 
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全  体 26 15.4 3.8      - 11.5      -      - 3.8      -      -      - 3.8      -      - 3.8      -

知的財産の保有状況

保有あり 5      - 20.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

保有なし×必要性を認識している 13 23.1      -      - 7.7      -      - 7.7      -      -      - 7.7      -      -      -      -

保有なし×必要性を認識していない 8 12.5      -      - 25.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 12.5      -

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 5 60.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

取り組んでいないが関心がある 3      -      -      - 33.3      -      -      -      -      -      - 33.3      -      -      -      -

取り組んでおらず、関心がない 18 5.6 5.6      - 11.1      -      - 5.6      -      -      -      -      -      - 5.6      -

※２／２
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全  体 26 11.5      - 11.5      - 3.8 19.2 3.8      - 7.7

知的財産の保有状況
保有あり 5      -      - 40.0      -      - 40.0      -      -      -
保有なし×必要性を認識している 13      -      - 7.7      - 7.7 15.4 7.7      - 15.4
保有なし×必要性を認識していない 8 37.5      -      -      -      - 12.5      -      -      -

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況
取り組んでいる 5      -      - 20.0      -      -      - 20.0      -      -
取り組んでいないが関心がある 3      -      -      -      -      - 33.3      -      -      -
取り組んでおらず、関心がない 18 16.7      - 11.1      - 5.6 22.2      -      - 11.1

 

【クロス集計／製造品目】 
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全  体 171 19.3 14.6 13.5 17.0 14.0 16.4 5.3

知的財産の保有状況

保有あり 23 30.4 17.4 21.7 4.3 13.0 13.0      -

保有なし×必要性を認識している 73 12.3 12.3 8.2 26.0 9.6 23.3 8.2

保有なし×必要性を認識していない 75 22.7 16.0 16.0 12.0 18.7 10.7 4.0

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 24.0 12.0 8.0 4.0 12.0 28.0 12.0

取り組んでいないが関心がある 30 13.3 3.3 10.0 20.0 20.0 23.3 10.0

取り組んでおらず、関心がない 116 19.8 18.1 15.5 19.0 12.9 12.1 2.6

１－３ 設立年 

 
 

問１－３① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【クロス集計／設立年】 

 

 

 

  

▶ 「～1969 年」が 19.3％と最も高く、次いで、「1990 年代」（17.0％）、「2010 年代」（16.4％）

などとなっています。 

 

（n=171） 19.3 14.6 13.5 17.0 14.0 16.4 5.3

～1969年 1970年代 1980年代

1990年代 2000年代 2010年代

2020年代

（％）
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全  体 171 54.4 31.6 5.8 8.2

知的財産の保有状況

保有あり 23 26.1 39.1 13.0 21.7

保有なし×必要性を認識している 73 61.6 23.3 5.5 9.6

保有なし×必要性を認識していない 75 56.0 37.3 4.0 2.7

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 40.0 36.0 8.0 16.0

取り組んでいないが関心がある 30 73.3 20.0 3.3 3.3

取り組んでおらず、関心がない 116 52.6 33.6 6.0 7.8

 

１－４ 従業員数 

 
 

問１－３② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【クロス集計／従業員数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「10人未満」が 54.4％と最も高く、次いで、「10人以上 50人未満」（31.6％）、「100 人

以上」（8.2％）などとなっています。 

 

（n=171） 54.4 31.6 5.8 8.2

10人未満 10人以上50人未満

50人以上100人未満 100人以上

（％）
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全  体 171 20.5 13.5 34.5 7.6 24.0

知的財産の保有状況

保有あり 23 8.7      - 30.4 13.0 47.8

保有なし×必要性を認識している 73 19.2 12.3 31.5 11.0 26.0

保有なし×必要性を認識していない 75 25.3 18.7 38.7 2.7 14.7

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 16.0 8.0 36.0 12.0 28.0

取り組んでいないが関心がある 30 23.3 10.0 30.0      - 36.7

取り組んでおらず、関心がない 116 20.7 15.5 35.3 8.6 19.8

（n=171） 20.5 13.5 34.5 7.6 24.0

500万円未満 500万円以上1,000万円未満

1,000万円以上5,000万円未満 5,000万円以上１億円未満

１億円以上

（％）

１－５ 資本金 

 
 

問１－３③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【クロス集計／資本金】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「1,000万円以上 5,000 万円未満」が 34.5％と最も高く、次いで、「１億円以上」（24.0％）、

「500 万円未満」（20.5％）などとなっています。 



Ⅱ 調査結果 

8 

 調

査

数

１

，

０

０

０

万

円

未

満

１

，

０

０

０

円

以

上

１

億

円

未

満

１

億

円

以

上

５

億

円

未

満

５

億

円

以

上

１

０

億

円

未

満 １

０

億

円

以

上

無

回

答

全  体 171 6.4 26.9 21.1 10.5 17.5 17.5

知的財産の保有状況

保有あり 23 4.3 13.0 13.0 21.7 39.1 8.7

保有なし×必要性を認識している 73 6.8 27.4 19.2 11.0 16.4 19.2

保有なし×必要性を認識していない 75 6.7 30.7 25.3 6.7 12.0 18.7

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 4.0 20.0 24.0 8.0 40.0 4.0

取り組んでいないが関心がある 30 6.7 40.0 16.7 10.0 13.3 13.3

取り組んでおらず、関心がない 116 6.9 25.0 21.6 11.2 13.8 21.6

（n=171）6.4 26.9 21.1 10.5 17.5 17.5

1,000万円未満 1,000万円以上１億円未満

１億円以上５億円未満 ５億円以上10億円未満

10億円以上 無回答

（％）

 

１－６ 年収・年商 

 
 

問１－３④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【クロス集計／年収・年商】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「1,000万円以上１億円未満」が 26.9％と最も高く、次いで、「１億円以上５億円未満」

（21.1％）、「10億円以上」（17.5％）などとなっています。 
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１－７ 直近５年間における売上高の推移 

 
 

問１－４① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「横ばい（±５％未満）」が 42.7％と最も高く、次いで、「やや減少（－５～－20％）」

（25.1％）、「やや増加（＋５～＋20％）」（20.5％）などとなっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者及び『保有なし×必要性を認識し

ている』事業者では「増加（＋20％超）」及び「やや増加（＋５～＋20％）」との回答割

合の合計が約 30％となっており、『保有なし×必要性を認識していない』事業者に比べ

て 20 ポイントほど高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者では

「増加（＋20％超）」及び「やや増加（＋５～＋20％）」との回答割合の合計が 40％以上

となっており、他の事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』事業者では「増加（＋20％超）」及び「やや増加（＋５～＋20％）」

との回答割合の合計が 40％以上となっており、他の事業者に比べて 20 ポイント以上高

くなっています。 

（n=171）

3.5

20.5 42.7 25.1 8.2

増加（＋20％超） やや増加（＋５～＋20％）

横ばい（±５％未満） やや減少（－５～－20％）

減少（－20％超）

（％）



Ⅱ 調査結果 

10 

 調

査

数

増

加
（

＋

２

０

％

超
）

や

や

増

加

（

＋

５
～

＋

２

０

％
）

横

ば

い
（

±

５

％

未

満
）

や

や

減

少

（

－

５
～

－

２

０

％
）

減

少
（

－

２

０

％

超
）

全  体 171 3.5 20.5 42.7 25.1 8.2

知的財産の保有状況

保有あり 23      - 30.4 34.8 34.8      -

保有なし×必要性を認識している 73 6.8 26.0 39.7 17.8 9.6

保有なし×必要性を認識していない 75 1.3 12.0 48.0 29.3 9.3

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16      - 43.8 31.3 18.8 6.3

知っているが利用したことはない 25 4.0 24.0 44.0 28.0      -

知らない 130 3.8 16.9 43.8 25.4 10.0

直近５年間における営業利益の推移

増加 34 17.6 64.7 11.8 5.9      -

横ばい 73      - 9.6 78.1 12.3      -

減少 64      - 9.4 18.8 50.0 21.9

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 16.0 32.0 32.0 16.0 4.0

取り組んでいないが関心がある 30 3.3 23.3 40.0 20.0 13.3

取り組んでおらず、関心がない 116 0.9 17.2 45.7 28.4 7.8

 

【クロス集計／直近５年間における売上高の推移】 
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１－８ 直近５年間における営業利益の推移 

 
 

問１－４② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「横ばい（±５％未満）」が 42.7％と最も高く、次いで、「やや減少（－５～－20％）」

（22.8％）、「やや増加（＋５～＋20％）」（15.8％）などとなっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者及び『保有なし×必要性を認識し

ている』事業者では、「増加（＋20％超）」及び「やや増加（＋５～＋20％）」との回答割

合の合計が 20％以上となっており、『保有なし×必要性を認識していない』事業者に比

べて 10 ポイントほど高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者では、

「増加（＋20％超）」及び「やや増加（＋５～＋20％）」との回答割合の合計が 30％以上

となっており、他の事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』事業者では「増加（＋20％超）」及び「やや増加（＋５～＋20％）」

との回答割合の合計が 30％以上となっており、他の事業者に比べて 10 ポイント以上高

くなっています。 

（n=171）

4.1

15.8 42.7 22.8 14.6

増加（＋20％超） やや増加（＋５～＋20％）

横ばい（±５％未満） やや減少（－５～－20％）

減少（－20％超）

（％）
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 調

査

数

増

加
（

＋

２

０

％

超
）

や

や

増

加

（

＋

５
～

＋

２

０

％
）

横

ば

い
（

±

５

％

未

満
）

や

や

減

少

（

－

５
～

－

２

０

％
）

減

少
（

－

２

０

％

超
）

全  体 171 4.1 15.8 42.7 22.8 14.6

知的財産の保有状況

保有あり 23 4.3 21.7 34.8 34.8 4.3

保有なし×必要性を認識している 73 6.8 16.4 39.7 21.9 15.1

保有なし×必要性を認識していない 75 1.3 13.3 48.0 20.0 17.3

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16 6.3 25.0 37.5 25.0 6.3

知っているが利用したことはない 25 4.0 12.0 36.0 36.0 12.0

知らない 130 3.8 15.4 44.6 20.0 16.2

直近５年間における営業利益の推移

増加 34 20.6 79.4      -      -      -

横ばい 73      -      - 100.0      -      -

減少 64      -      -      - 60.9 39.1

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 16.0 20.0 36.0 16.0 12.0

取り組んでいないが関心がある 30 3.3 16.7 36.7 30.0 13.3

取り組んでおらず、関心がない 116 1.7 14.7 45.7 22.4 15.5

【クロス集計／直近５年間における営業利益の推移】 
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１－９ 経営に関する情報の入手方法 

 
 

問１－５                                複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 「新聞や雑誌等の記事」が 68.4％と最も高く、次いで、「テレビやラジオ番組」（35.7％）、

「公共機関が運営するホームページ」及び「講座、講演会、書籍等」（ともに 31.6％）

などとなっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者では、「新聞や雑誌等の記事」

（82.6％）、「支援機関」（39.1％）及び「ＳＮＳ」（21.7％）が他の事業者に比べて 10ポ

イントから 20ポイントほど高くなっています。『保有なし×必要性を認識している』事

業者では、「講座、講演会、書籍等」（47.9％）が他の事業者に比べて 20 ポイント以上

高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者では、

『全体』に比べて全ての項目で回答割合が高くなっています。『知っているが利用した

ことはない』事業者では、「新聞や雑誌等の記事」（84.0％）及び「支援機関」（40.0％）

が『知らない』事業者に比べて 20ポイントほど高くなっています。 

▶ 直近５年間における営業利益の推移別にみると、『増加』した企業では、「新聞や雑誌等

の記事」（76.5％）及び「支援機関」（32.4％）が他の事業者に比べて 10 ポイントほど

高くなっています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』事業者では、『全体』に比べて全ての項目で回答割合が高くなって

います。『取り組んでいないが関心がある』事業者では、「講座、講演会、書籍等」（46.7％）

及び「公共機関以外が運営するホームページ」（20.0％）が『取り組んでおらず、関心が

ない』事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。 

(n=171)
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ｂ
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Ｎ
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68.4

35.7
31.6 31.6

25.1

12.3 9.9 7.6 7.0

0％

20％

40％
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 調

査

数

新

聞

や
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記
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や

ラ
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ジ

Ｙ

ｏ

ｕ

Ｔ

ｕ

ｂ

ｅ

等

の

イ

ン
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ネ
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ト

動

画

サ

イ

ト Ｌ

Ｉ

Ｎ

Ｅ

、

Ｘ

（

旧

Ｔ

ｗ

ｉ

ｔ

ｔ

ｗ

ｅ

ｒ

）

、

Ｉ

ｎ

ｓ

ｔ

ａ

ｇ

ｒ

ａ

ｍ

、

Ｆ

ａ

ｃ

ｅ

ｂ

ｏ

ｏ

ｋ

等

の

Ｓ

Ｎ

Ｓ

そ

の

他

全  体 171 68.4 35.7 31.6 31.6 25.1 12.3 9.9 7.6 7.0

知的財産の保有状況

保有あり 23 82.6 30.4 34.8 26.1 39.1 13.0 8.7 21.7 4.3

保有なし×必要性を認識している 73 65.8 42.5 39.7 47.9 30.1 16.4 17.8 11.0 2.7

保有なし×必要性を認識していない 75 66.7 30.7 22.7 17.3 16.0 8.0 2.7      - 12.0

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16 81.3 43.8 37.5 37.5 31.3 12.5 12.5 25.0 6.3

知っているが利用したことはない 25 84.0 36.0 52.0 36.0 40.0 8.0 4.0 8.0 4.0

知らない 130 63.8 34.6 26.9 30.0 21.5 13.1 10.8 5.4 7.7

直近５年間における営業利益の推移

増加 34 76.5 29.4 44.1 41.2 32.4 17.6 11.8 8.8 5.9

横ばい 73 64.4 38.4 26.0 21.9 23.3 5.5 9.6 8.2 6.8

減少 64 68.8 35.9 31.3 37.5 23.4 17.2 9.4 6.3 7.8

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 80.0 40.0 52.0 52.0 40.0 20.0 16.0 20.0 4.0

取り組んでいないが関心がある 30 60.0 40.0 33.3 46.7 26.7 20.0 16.7 13.3 3.3

取り組んでおらず、関心がない 116 68.1 33.6 26.7 23.3 21.6 8.6 6.9 3.4 8.6

【クロス集計／経営に関する情報の入手方法】 
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 ２   海外を含めた県外企業との技術連携やビジネス交流の意向 
 

２－１ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み 

状況 

 
 

問２－１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「取り組んでおらず、関心がない」が 67.8％と最も高く、次いで、「取り組んでいない

が関心がある」（17.5％）、「取り組んでいる」（14.6％）となっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者では「取り組んでいる」が、約 40％

となっており、他の事業者に比べて 20ポイント以上高くなっています。一方、『保有な

し×必要性を認識していない』事業者では「取り組んでおらず、関心がない」が 80％以

上となっており、他の事業者に比べて 20ポイント以上高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者では

「取り組んでいる」及び「取り組んでいないが関心がある」との回答割合の合計が 80％

以上となっており、他の事業者に比べて 40 ポイント以上高くなっています。 

▶ 直近５年間における営業利益の推移別にみると、『増加』した事業者では「取り組んで

いる」が 20％以上となっており、他の事業者に比べて 10 ポイント以上高くなっていま

す。一方、『横ばい』及び『減少』した事業者では「取り組んでおらず、関心がない」が

約 70％となっており、『増加』した事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。 

（n=171） 14.6 17.5 67.8

取り組んでいる

取り組んでいないが関心がある

取り組んでおらず、関心がない

（％）
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 調
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取
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組
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で

お

ら

ず
、

関

心

が

な

い

全  体 171 14.6 17.5 67.8

知的財産の保有状況

保有あり 23 39.1 13.0 47.8

保有なし×必要性を認識している 73 15.1 26.0 58.9

保有なし×必要性を認識していない 75 6.7 10.7 82.7

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16 43.8 37.5 18.8

知っているが利用したことはない 25 16.0 20.0 64.0

知らない 130 10.8 14.6 74.6

直近５年間における営業利益の推移

増加 34 26.5 17.6 55.9

横ばい 73 12.3 15.1 72.6

減少 64 10.9 20.3 68.8

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 100.0      -      -

取り組んでいないが関心がある 30      - 100.0      -

取り組んでおらず、関心がない 116      -      - 100.0

 

【クロス集計／海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況】 
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２－２ 県外企業等との技術連携やビジネス交流を始めた理由 

 
 

問２－２ ※２－１で「取り組んでいる」「取り組んでいないが関心がある」と回答された事業者 

                                   複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「販路開拓、売上増加のため」が 87.3％と突出しています。以下、「オープンイノベー

ションに関心があるため」（29.1％）、「人手不足解消のため」（20.0％）などとなってい

ます。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者では「販路開拓、売上増加のため」

が 100％となっており、他の事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者では

「販路開拓、売上増加のため」が 100％となっており、他の事業者に比べて 10 ポイント

以上高くなっています。 

▶ 直近５年間における営業利益の推移別にみると、『増加』した事業者では「販路開拓、売

上増加のため」が 100％となっており、他の事業者に比べて 10ポイント以上高くなって

います。『横ばい』の事業者では「人手不足解消のため」が 30.0％となっており、他の

事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。『減少』した事業者では「オープン

イノベーションに関心があるため」が 40.0％となっており、他の事業者に比べて 10 ポ

イント以上高くなっています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』事業者では「販路開拓、売上増加のため」が 100％となっており、

『取り組んでいないが関心がある』事業者に比べて 20 ポイント以上高くなっています。 

(n=55)
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不
足
解
消
の
た
め

既
存
取
引
先
や

研
究
機
関
等
か
ら

紹
介
さ
れ
た
た
め

そ
の
他

87.3

29.1

20.0
16.4

5.5

0％

20％

40％

60％

80％

100％
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 調

査

数

販

路

開

拓
、

売

上

増

加

の

た

め

オ
ー

プ

ン

イ

ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン

に

関

心

が

あ

る

た

め

人

手

不

足

解

消

の

た

め

既

存

取

引

先

や

研

究

機

関

等

か

ら

紹

介

さ

れ

た

た

め

そ

の

他

全  体 55 87.3 29.1 20.0 16.4 5.5

知的財産の保有状況

保有あり 12 100.0 25.0 25.0 25.0      -

保有なし×必要性を認識している 30 83.3 33.3 20.0 13.3 10.0

保有なし×必要性を認識していない 13 84.6 23.1 15.4 15.4      -

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 13 100.0 23.1 23.1 23.1      -

知っているが利用したことはない 9 77.8 44.4 22.2 11.1 11.1

知らない 33 84.8 27.3 18.2 15.2 6.1

直近５年間における営業利益の推移

増加 15 100.0 26.7 13.3 20.0      -

横ばい 20 90.0 20.0 30.0 20.0 5.0

減少 20 75.0 40.0 15.0 10.0 10.0

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 100.0 28.0 24.0 20.0      -

取り組んでいないが関心がある 30 76.7 30.0 16.7 13.3 10.0

取り組んでおらず、関心がない      -      -      -      -      -      -

 

【クロス集計／県外企業等との技術連携やビジネス交流を始めた理由】 
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２－３ 県外企業等との技術連携やビジネス交流を目的とするイベント等への

参加意向 

 
 

問２－３ ※２－１で「取り組んでいる」「取り組んでいないが関心がある」と回答された事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 新たな市場開拓先として関心のある地域【県外】 

 
 

問２－４① ※２－１で「取り組んでいる」「取り組んでいないが関心がある」と回答された事業者 

                                    複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「参加したい」が 83.6％、「参加したくない」が 16.4％となっています。 

▶ 「東北」が 65.5％と最も高く、次いで、「関東」（50.9％）、「北海道」（40.0％）などと

なっています。 

 

 

（n=55） 83.6 16.4

参加したい 参加したくない

（％）

(n=55)

東
北

関
東

北
海
道

近
畿

九
州
・
沖
縄

中
部

中
国

四
国

無
回
答

65.5

50.9

40.0

25.5 25.5
18.2

10.9 10.9
5.5

0％

20％

40％

60％

80％

100％
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２－５ 新たな市場開拓先として関心のある地域【海外】 

 
 

問２－４② ※２－１で「取り組んでいる」「取り組んでいないが関心がある」と回答された事業者  

                                    複数選択可 

 

 

 

 

 

  

▶ 「シンガポール」が 29.1％と最も高く、次いで「台湾」（23.6％）、「ベトナム」（16.4％）

などとなっています。 

(n=55)

シ
ン
ガ
ポ
ー

ル

台
湾

ベ
ト
ナ
ム

タ
イ

フ
ィ

リ
ピ
ン

ア
メ
リ
カ

香
港

中
国

韓
国

オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア

そ
の
他

無
回
答

29.1

23.6

16.4 14.5 14.5 12.7 10.9 9.1 9.1 7.3 9.1

40.0

0％

20％

40％

60％
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 ３   知的財産権への関心・知識 
 

３－１ 知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）の保有状況 

 
 

問３－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「把握できていない」は、『③意匠権の保有件数』が 9.4％と最も高く、次いで『②実用

新案権の保有件数』（8.8％）などとなっています。 

▶ 「０件」は『②実用新案権の保有件数』が 90.1％と最も高く、次いで『①特許権の保有

件数』及び『③意匠権の保有件数』（ともに 88.3％）などとなっています。 

▶ 「１～３件」は『④商標権の保有件数』が 9.9％と高くなっています。 

▶ 「４～10件」は『④商標権の保有件数』が 1.8％と最も高く、次いで、『①特許権の保有

件数』（1.2％）などとなっています。 

▶ 「11件以上」は『③意匠権の保有件数』が 1.2％と最も高く、次いで、『①特許権の保有

件数』及び『④商標権の保有件数』（ともに 0.6％）となっています。 

▶ 何らかの知的財産権を保有している事業者は 23件（13.5％）となっています。 

①特許権の
　保有件数

（n=171）

②実用新案権
　の保有件数

（n=171）

③意匠権の
　保有件数

（n=171）

④商標権の
　保有件数

（n=171）

5.8 

8.8 

9.4 

8.2 

88.3 

90.1 

88.3 

79.5 

4.1 

1.2 

1.2 

9.9 

1.2 

1.8 

0.6 

1.2 

0.6 

把握できていない ０件 １～３件 ４～10件 11件以上

（％）
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３－２ 知的財産権を保有するにあたっての当初の目的 

 
 

問３－２① ※知的財産権を保有している事業者             複数選択可 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「自社のアイデアを保護し、他社の模倣を防ぐ」が 65.2％と最も高く、次いで、「自社

のブランディング強化や信頼の獲得、知名度向上を図る」（60.9％）、「競争力を高め、

市場における優位性を確保する」（43.5％）、などとなっています。 

(n=23)

自
社
の
ア
イ
デ
ア
を
保
護
し
、

他
社
の
模
倣
を
防
ぐ

自
社
の
ブ
ラ
ン
デ
ィ

ン
グ
強
化
や

信
頼
の
獲
得
、

知
名
度
向
上
を
図
る

競
争
力
を
高
め
、

市
場
に
お
け
る

優
位
性
を
確
保
す
る

取
引
先
に
対
す
る
交
渉
力

(

信
用
力

)

を
強
化
す
る

知
的
財
産
権
を
取
得
す
る
こ
と
で
、

従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン

ア
ッ

プ
、

セ
ン
シ
テ
ィ

ブ
向
上
を
図
る

ラ
イ
セ
ン
ス
等
に
よ
り
収
入
を
得
る

資
金
調
達
等
に
利
用
す
る

無
回
答

65.2
60.9

43.5

21.7 21.7

4.3
-

8.7

0％

20％

40％

60％

80％
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３－３ 知的財産権を保有するにあたっての取得後の効果 

 
 

問３－２② ※知的財産権を保有している事業者             複数選択可 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「自社のアイデアを保護し、他社の模倣を防ぐ」及び「自社のブランディング強化や信

頼の獲得、知名度向上を図る」がともに 56.5％と最も高く、次いで、「知的財産権を取

得することで、従業員のモチベーションアップ、センシティブ向上を図る」（34.8％）、

「競争力を高め、市場における優位性を確保する」及び「取引先に対する交渉力（信用

力）を強化する」（ともに 30.4％）などとなっています。 

(n=23)

自
社
の
ア
イ
デ
ア
を
保
護
し
、

他
社
の
模
倣
を
防
ぐ

自
社
の
ブ
ラ
ン
デ
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ン
グ
強
化
や

信
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、

知
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向
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図
る

知
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財
産
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と
で
、

従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
ア
ッ
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、

セ
ン
シ
テ
ィ

ブ
向
上
を
図
る

競
争
力
を
高
め
、

市
場
に
お
け
る

優
位
性
を
確
保
す
る

取
引
先
に
対
す
る
交
渉
力

（

信
用
力
）

を
強
化
す
る

ラ
イ
セ
ン
ス
等
に
よ
り
収
入
を
得
る

資
金
調
達
等
に
利
用
す
る

無
回
答

56.5 56.5

34.8
30.4 30.4

8.7

-

8.7

0％

20％

40％

60％

80％
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３－４ 知的財産権を保有するにあたっての今後の方針（希望含） 

 
 

問３－２③ ※知的財産権を保有している事業者             複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「自社のアイデアを保護し、他社の模倣を防ぐ」及び「自社のブランディング強化や信

頼の獲得、知名度向上を図る」がともに 56.5％と最も高く、次いで、「競争力を高め、

市場における優位性を確保する」（39.1％）、「取引先に対する交渉力（信用力）を強化す

る」（30.4％）などとなっています。 

(n=23)

自
社
の
ア
イ
デ
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護
し
、

他
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模
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自
社
の
ブ
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図
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に
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す
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交
渉
力

（

信
用
力
）

を
強
化
す
る

知
的
財
産
権
を
取
得
す
る
こ
と
で
、

従
業
員
の
モ
チ
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ー

シ
ョ

ン
ア
ッ
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、

セ
ン
シ
テ
ィ

ブ
向
上
を
図
る

ラ
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等
に
よ
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入
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資
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調
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利
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る

無
回
答

56.5 56.5

39.1

30.4 30.4

21.7

-

8.7

0％

20％

40％

60％

80％
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３－５ 知的財産権に係る体制等 

 
 

問３－３ ※知的財産権を保有している事業者             複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「専属部署はなく、知財担当職員が管理している」が 26.1％と最も高く、次いで、「知

財を扱う専属部署で管理している」、「経営者が自ら管理している」及び「管理は外部（特

許事務所等）に任せている」（いずれも 21.7％）などとなっています。 

(n=23)

専
属
部
署
は
な
く
、

知
財
担
当

職
員
が
管
理
し
て
い
る

知
財
を
扱
う
専
属
部
署
で
管
理

し
て
い
る

経
営
者
が
自
ら
管
理
し
て
い
る

管
理
は
外
部
（

特
許
事
務
所
等

)
に
任
せ
て
い
る

随
時
、

知
財
総
合
支
援
窓
口
に

相
談
し
て
い
る

技
術
開
発
し
た
職
員
が
個
別
に

管
理
し
て
い
る

社
内
に
知
財
を
検
討
す
る
会
議
を

設
置
し
て
い
る

専
属
の
管
理
部
署
の
設
置
を

検
討
中
で
あ
る

そ
の
他

特
に
何
も
行
っ

て
い
な
い

26.1

21.7 21.7 21.7

13.0

8.7

- - -

13.0

0％

10％

20％

30％

40％
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３－６ 知的財産権を活用するにあたって課題を感じているか 

 
 

問３－４ ※知的財産権を保有している事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－７ 課題を感じている理由 

 
 

問３－５ ※３－６で「大いに感じている」「少し感じている」と回答された事業者 

複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「少し感じている」が 39.1％と最も高く、次いで、「あまり感じていない」（34.8％）、

「大いに感じている」及び「全く感じていない」（ともに 13.0％）となっています。 

▶ 「売上や利益の増加につながっていない」が 58.3％と最も高く、次いで、「権利の取得

や維持に係るコストが大きい」（50.0％）、「権利を取得しても他社の模倣に対処できな

い」（25.0％）などとなっています。 

（n=23） 13.0 39.1 34.8 13.0

大いに感じている 少し感じている

あまり感じていない 全く感じていない

（％）

(n=12)

売
上
や
利
益
の
増
加
に

つ
な
が
っ

て
い
な
い

権
利
の
取
得
や
維
持
に
係
る

コ
ス
ト
が
大
き
い

権
利
を
取
得
し
て
も
他
社
の
模
倣

に
対
処
で
き
な
い

権
利
を
取
得
し
て
も
自
社
の

ア
イ
デ
ア
を
守
れ
て
い
な
い

権
利
を
取
得
し
て
も
、

金
融
機
関

等
か
ら
適
切
に
評
価
さ
れ
な
い

そ
の
他

58.3

50.0

25.0

16.7

8.3 8.3

0％

20％

40％

60％

80％
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３－８ 知的財産権の知識を持つことや、知的財産権そのものの必要性について

の認識 

 
 

問３－６ ※知的財産権を保有していない事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「一定の必要性はあると認識している」が 38.5％と最も高く、次いで、「あまり必要性

を認識していない」（26.4％）、「必要性を認識していない」（24.3％）などとなっていま

す。 

▶ 直近５年間における営業利益の推移別にみると、『増加』した事業者では「必要性を認

識している」及び「一定の必要性はあると認識している」の回答割合の合計が 60％以上

となっており、他の事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』事業者及び『取り組んでいないが関心がある』事業者では「必要性

を認識している」及び「一定の必要性はあると認識している」の回答割合の合計が約 70％

となっており、『取り組んでおらず、関心がない』事業者に比べて 30 ポイントほど高く

なっています。 

（n=148）10.8 38.5 26.4 24.3

必要性を認識している 一定の必要性はあると認識している

あまり必要性を認識していない 必要性を認識していない

（％）
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 調

査

数

必

要

性

を

認

識

し

て

い

る

一

定

の

必

要

性

は

あ

る

と

認

識

し

て

い

る

あ

ま

り

必

要

性

を

認

識

し

て

い

な

い

必

要

性

を

認

識

し

て

い

な

い

全  体 148 10.8 38.5 26.4 24.3

知的財産の保有状況

保有あり      -      -      -      -      -

保有なし×必要性を認識している 73 21.9 78.1      -      -

保有なし×必要性を認識していない 75      -      - 52.0 48.0

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 5      - 100.0      -      -

知っているが利用したことはない 19 36.8 36.8 15.8 10.5

知らない 124 7.3 36.3 29.0 27.4

直近５年間における営業利益の推移

増加 28 14.3 46.4 25.0 14.3

横ばい 65 10.8 33.8 26.2 29.2

減少 55 9.1 40.0 27.3 23.6

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 16 25.0 43.8 31.3      -

取り組んでいないが関心がある 27 22.2 48.1 18.5 11.1

取り組んでおらず、関心がない 105 5.7 35.2 27.6 31.4

 

【クロス集計／知的財産権の知識を持つことや、知的財産権そのものの必要性についての認識】 
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３－９ 知的財産権を保有していない理由 

 
 

問３－７ ※知的財産権を保有していない事業者             複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「知的財産権を取得できる技術・製品等がない」が 68.2％と突出しています。以下、「自

社と知的財産権が関係があるかわからない」（17.6％）、「知的財産自体がよくわからな

い」（13.5％）などとなっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有なし×必要性を認識していない』事業者では「知

的財産自体がよくわからない」が約 20％となっており、『保有なし×必要性を認識して

いる』事業者に比べて 10ポイント以上高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『知らない』事業者では「知的財産

権を取得できる技術・製品等がない」（70.2％）、「自社と知的財産権が関係があるかわ

からない」（20.2％）及び「知的財産自体がよくわからない」（15.3％）が他の事業者に

比べて 10ポイントから 20ポイントほど高くなっています。 

▶ 直近５年間における営業利益の推移別にみると、『増加』した事業者では「自社と知的

財産権が関係があるかわからない」が 30％以上となっており、他の事業者に比べて 20

ポイントほど高くなっています。 

(n=148)

知
的
財
産
権
を
取
得
で
き
る

技
術
・
製
品
等
が
な
い

自
社
と
知
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産
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関
係
が

あ
る
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出
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請

が

難

し

い

自

社

技

術

を

公
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た

く

な

い

出

願

し

た

が
、

審

査

で

拒

絶

さ

れ

た

そ

の

他

全  体 148 68.2 17.6 13.5 4.1 4.1 3.4 2.0 0.7 10.1

知的財産の保有状況

保有あり      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

保有なし×必要性を認識している 73 69.9 17.8 8.2 5.5 5.5 4.1 2.7 1.4 8.2

保有なし×必要性を認識していない 75 66.7 17.3 18.7 2.7 2.7 2.7 1.3      - 12.0

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 5 40.0      -      -      - 20.0      -      - 20.0 20.0

知っているが利用したことはない 19 63.2 5.3 5.3      - 10.5      - 5.3      - 26.3

知らない 124 70.2 20.2 15.3 4.8 2.4 4.0 1.6      - 7.3

直近５年間における営業利益の推移

増加 28 71.4 32.1 14.3 7.1 3.6      - 3.6      - 7.1

横ばい 65 63.1 13.8 18.5 3.1 1.5 4.6 1.5 1.5 10.8

減少 55 72.7 14.5 7.3 3.6 7.3 3.6 1.8      - 10.9

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 16 68.8 12.5 18.8      - 12.5      - 6.3      - 6.3

取り組んでいないが関心がある 27 63.0 18.5 11.1 11.1 7.4 7.4 7.4      - 14.8

取り組んでおらず、関心がない 105 69.5 18.1 13.3 2.9 1.9 2.9      - 1.0 9.5

 

【クロス集計／知的財産権を保有していない理由】 
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３－10 今後取得（権利化）したい知的財産権 

 
 

問３－８ ※知的財産権を保有していない事業者             複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「商標権」が 12.8％と最も高く、次いで「意匠権」（5.4％）、「実用新案権」（4.7％）な

どとなっています。 

▶ 「無回答」が８割以上となっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有なし×必要性を認識している』事業者では「商

標権」が 20％以上となっており、『保有なし×必要性を認識していない』事業者に比べ

て 20 ポイント以上高くなっています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』及び『取り組んでいないが関心がある』事業者では「商標権」が約

30％となっており、『取り組んでおらず、関心がない』事業者に比べて 20ポイント以上

高くなっています。 

(n=148)
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 調

査

数

商

標

権

意

匠

権

実

用

新

案

権

特

許

権

無

回

答

全  体 148 12.8 5.4 4.7 3.4 82.4

知的財産の保有状況

保有あり      -      -      -      -      -      -

保有なし×必要性を認識している 73 24.7 9.6 6.8 5.5 69.9

保有なし×必要性を認識していない 75 1.3 1.3 2.7 1.3 94.7

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 5 80.0 20.0      - 20.0 20.0

知っているが利用したことはない 19 15.8      -      -      - 84.2

知らない 124 9.7 5.6 5.6 3.2 84.7

直近５年間における営業利益の推移

増加 28 10.7 7.1 3.6      - 85.7

横ばい 65 10.8 4.6 3.1 1.5 83.1

減少 55 16.4 5.5 7.3 7.3 80.0

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 16 31.3 18.8 18.8 6.3 62.5

取り組んでいないが関心がある 27 29.6 11.1 3.7 14.8 59.3

取り組んでおらず、関心がない 105 5.7 1.9 2.9      - 91.4

 

【クロス集計／今後取得（権利化）したい知的財産権】 
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 調

査

数

知
っ

て

い

る

知

ら

な

い

全  体 171 24.0 76.0

知的財産の保有状況

保有あり 23 73.9 26.1

保有なし×必要性を認識している 73 26.0 74.0

保有なし×必要性を認識していない 75 6.7 93.3

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16 100.0      -

知っているが利用したことはない 25 100.0      -

知らない 130      - 100.0

直近５年間における営業利益の推移

増加 34 26.5 73.5

横ばい 73 20.5 79.5

減少 64 26.6 73.4

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 44.0 56.0

取り組んでいないが関心がある 30 36.7 63.3

取り組んでおらず、関心がない 116 16.4 83.6

 ４   青森県知的財産支援センターや支援機関の活用状況 

４－１ 青森県知的財産支援センターを知っているか 

 
 

問４－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【クロス集計／青森県知的財産支援センターを知っているか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「知っている」が 24.0％、「知らない」が 76.0％となっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者では「知っている」が 70％以上と

なっており、他の事業者に比べて 40 ポイント以上高くなっています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』事業者及び『取り組んでいないが関心がある』事業者では「知って

いる」が 30％以上となっており、『取り組んでおらず、関心がない』事業者に比べて 20

ポイント割以上高くなっています。 

（n=171） 24.0 76.0

知っている 知らない

（％）
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４－２ 青森県知的財産支援センターを知ったきっかけ 

 
 

問４－２ ※青森県知的財産支援センターを知っている事業者       複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「支援機関からの紹介」が 58.5％と最も高く、次いで、「県または青森県発明協会が運

営するホームページ」（41.5％）、「講座、セミナー等」（39.0％）などとなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者では

「支援機関からの紹介」（81.3％）及び「講座、セミナー等」（50.0％）が『知っている

が利用したことはない』事業者に比べて 20 ポイントから 40ポイントほど高くなってい

ます。一方、『知っているが利用したことはない』事業者では「新聞や雑誌等の記事」

（28.0％）及び「県または青森県発明協会が運営するホームページ」（52.0％）が『利

用したことがある』事業者に比べて 30ポイントほど高くなっています。 

(n=41)

支
援
機
関
か
ら
の
紹
介

県
ま
た
は
青
森
県
発
明
協
会
が

運
営
す
る
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

講
座
、

セ
ミ
ナ
ー

等

新
聞
や
雑
誌
等
の
記
事

県
ま
た
は
青
森
県
発
明
協
会

以
外
が
運
営
す
る
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

テ
レ
ビ
や
ラ
ジ
オ
番
組

そ
の
他

58.5

41.5 39.0

17.1
12.2

4.9 2.4

0％

20％

40％

60％

80％



Ⅱ 調査結果 

35 

 調

査

数

テ

レ

ビ

や

ラ

ジ

オ

番

組

新

聞

や

雑

誌

等

の

記

事

県

ま

た

は

青

森

県

発

明

協

会

が

運

営

す

る

ホ
ー

ム

ペ
ー

ジ

県

ま

た

は

青

森

県

発

明

協

会

以

外

が

運

営

す

る

ホ
ー

ム

ペ
ー

ジ

支

援

機

関

か

ら

の

紹

介

講

座
、

セ

ミ

ナ
ー

等

そ

の

他

全  体 41 4.9 17.1 41.5 12.2 58.5 39.0 2.4

知的財産の保有状況

保有あり 17      - 11.8 52.9 23.5 58.8 52.9 5.9

保有なし×必要性を認識している 19 10.5 10.5 36.8 5.3 57.9 21.1      -

保有なし×必要性を認識していない 5      - 60.0 20.0      - 60.0 60.0      -

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16      -      - 25.0 12.5 81.3 50.0 6.3

知っているが利用したことはない 25 8.0 28.0 52.0 12.0 44.0 32.0      -

知らない      -      -      -      -      -      -      -      -

直近５年間における営業利益の推移

増加 9 11.1 11.1 55.6 11.1 55.6 44.4      -

横ばい 15      - 13.3 33.3 13.3 66.7 40.0 6.7

減少 17 5.9 23.5 41.2 11.8 52.9 35.3      -

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 11      -      - 54.5 36.4 54.5 36.4      -

取り組んでいないが関心がある 11      - 9.1 9.1      - 81.8 54.5 9.1

取り組んでおらず、関心がない 19 10.5 31.6 52.6 5.3 47.4 31.6      -

 

【クロス集計／青森県知的財産支援センターを知ったきっかけ】  
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４－３ 青森県知的財産支援センターの利用状況 

 
 

問４－３ ※青森県知的財産支援センターを知っている事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４ どのような相談で利用したか 

 
 

問４－４ ※青森県知的財産支援センターを利用したことがある事業者   複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 「利用したことはない」が 61.0％と最も高く、次いで、「たまに利用している」（19.5％）、 

「頻繁に利用している」及び「一度だけ利用したことがある」（ともに 9.8％）となって

います。 

▶ 「特許・商標等の出願」が 75.0％と最も高く、次いで、「デザイン・ブランド戦略」（56.3％）、 

「特許・商標等の権利侵害への対応」（25.0％）などとなっています。 

(n=16)
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４－５ 技術課題、商品開発及び経営課題について相談している支援機関 

 
 

問４－５                               複数選択可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「地域の商工会議所・商工会」（26.3％）が最も高く、次いで「金融機関」（24.0％）、

「市町村」（13.5％）などとなっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者では「青森県知的財産支援センタ

ー」（39.1％）、「２１あおもり産業総合支援センター」（21.7％）、「よろず支援拠点」

（17.4％）及び「青森県産業技術センター」（13.0％）が他の事業者に比べて 10ポイン

トから 30ポイントほど高くなっています。一方、『保有なし×必要性を認識している』

事業者及び『保有なし×必要性を認識していない』事業者では、「地域の商工会議所・

商工会」（ともに 30％ほど）及び「金融機関」（ともに 20％から 30％ほど）が『保有あ

り』に比べて 10ポイントほど高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者及び

『知っているが利用したことはない』事業所では「２１あおもり産業総合支援センター」

（ともに 20％以上）が『知らない』事業者に比べて 10 ポイント以上高くなっています。

また、『利用したことがある』事業者では「青森県知的財産支援センター」（75.0％）、

「よろず支援拠点」（37.5％）及び「青森県産業技術センター」（31.3％）が他の事業者

に比べて 30ポイントから 70ポイントほど高くなっています。 

(n=171)
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（

青

森

市
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外
）

そ

の

他

全  体 171 26.3 24.0 13.5 12.3 11.7 8.2 7.0 5.3 2.3 2.3 0.6 26.9

知的財産の保有状況

保有あり 23 13.0 13.0 13.0 21.7      - 39.1 17.4 13.0 13.0 4.3 4.3 21.7

保有なし×必要性を認識している 73 27.4 30.1 13.7 15.1 17.8 5.5 5.5 5.5 1.4 1.4      - 24.7

保有なし×必要性を認識していない 75 29.3 21.3 13.3 6.7 9.3 1.3 5.3 2.7      - 2.7      - 30.7

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16 12.5      - 12.5 25.0      - 75.0 37.5 31.3 12.5 6.3 6.3      -

知っているが利用したことはない 25 28.0 32.0 8.0 24.0 4.0      - 8.0 4.0      -      -      - 20.0

知らない 130 27.7 25.4 14.6 8.5 14.6 1.5 3.1 2.3 1.5 2.3      - 31.5

直近５年間における営業利益の推移

増加 34 23.5 23.5 8.8 14.7 14.7 11.8 8.8 8.8 5.9 5.9 2.9 38.2

横ばい 73 30.1 19.2 17.8 6.8 9.6 8.2 8.2 1.4 1.4 1.4      - 28.8

減少 64 23.4 29.7 10.9 17.2 12.5 6.3 4.7 7.8 1.6 1.6      - 18.8

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 24.0 36.0 4.0 24.0 8.0 28.0 20.0 12.0 8.0 4.0 4.0 20.0

取り組んでいないが関心がある 30 33.3 6.7 13.3 20.0 20.0 13.3 10.0 13.3 3.3      -      - 13.3

取り組んでおらず、関心がない 116 25.0 25.9 15.5 7.8 10.3 2.6 3.4 1.7 0.9 2.6      - 31.9

 

【クロス集計／技術課題、商品開発及び経営課題について相談している支援機関】 
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 調

査

数

希

望

す

る

希

望

し

な

い

全  体 171 9.4 90.6

知的財産の保有状況

保有あり 23 30.4 69.6

保有なし×必要性を認識している 73 9.6 90.4

保有なし×必要性を認識していない 75 2.7 97.3

青森知的財産支援センターの利用状況

利用したことがある 16 62.5 37.5

知っているが利用したことはない 25 12.0 88.0

知らない 130 2.3 97.7

直近５年間における営業利益の推移

増加 34 8.8 91.2

横ばい 73 11.0 89.0

減少 64 7.8 92.2

海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況

取り組んでいる 25 20.0 80.0

取り組んでいないが関心がある 30 23.3 76.7

取り組んでおらず、関心がない 116 3.4 96.6

４－６ 今後の青森県知的財産支援センターの利用（相談）を希望するか 
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▶ 「希望する」が 9.4％、「希望しない」が 90.6％となっています。 

▶ 知的財産の保有状況別にみると、『保有あり』事業者では「希望する」が 30％以上とな

っており、他の事業者に比べて 20ポイント以上高くなっています。 

▶ 青森知的財産支援センターの利用状況別にみると、『利用したことがある』事業者では

「希望する」が 60％以上となっており、他の事業者に比べて 50ポイント以上高くなっ

ています。 

▶ 海外を含めた県外企業等との技術連携やビジネス交流への取り組み状況別にみると、

『取り組んでいる』事業者及び『取り組んでいないが関心がある』事業者では「希望す

る」が 20％以上となっており、『取り組んでおらず、関心がない』事業者に比べて 20ポ

イントほど高くなっています。 

（n=171） 9.4 90.6

希望する 希望しない

（％）


